
自主避難者等への支援に関する関係省庁会議 議事要旨 

 

日 時：平成 30年７月 11日（水）15:00～15:45 

場 所：中央合同庁舎第４号館共用第３特別会議室 

出席者：吉野復興大臣、浜田復興副大臣（座長）、復興庁小糸統括官、復興庁清田参事官、

復興庁原田参事官、復興庁関根参事官、復興庁増田参事官、復興庁渡邉参事官、復

興庁折笠企画官、復興庁神田参事官補佐、内閣府小林企画官（政策統括官（経済社

会システム担当）付参事官（社会基盤担当）代理）、内閣府川上参事官（政策統括

官（防災担当）付参事官（被災者行政担当））、内閣府松井支援調整官（原子力被災

者生活支援チーム参事官代理）、消費者庁戸川政策企画専門官（消費者政策課長代

理）、総務省大臣官房総務課門前復旧復興支援室長、文部科学省大臣官房政策課篠

田企画官（大臣官房政策課長代理）、厚生労働省大臣官房復興対策本部伊藤次長、

農林水産省大臣官房文書課登り災害総合対策室長、経済産業省資源エネルギー庁松

浦原子力損害対応総合調整官、国土交通省住宅局高橋住宅総合整備課長、国土交通

省道路局高速道路課渡邊高速道路事業調整官（高速道路課長代理）、環境省大臣官

房環境保健部放射線健康管理担当前田参事官、原子力規制庁長官官房放射線防護グ

ループ武山監視情報課長、福島県企画調整部避難地域復興局深谷避難者支援課長、

福島県企画調整部避難地域復興局生活拠点課菅野主幹兼副課長 

 

議事１：開会あいさつ 

 

議事２：「被災者生活支援等施策の推進に関する基本的な方針」に関する施策とりまとめに

ついて 

・ 事務局より、「被災者生活支援等施策の推進に関する基本的な方針」に関する施策とり

まとめ及び子ども被災者支援法関連施策の内容について、それぞれ資料に沿って説明。 

 

議事３：被災者生活支援等施策の推進状況について 

・ 各省庁及び福島県から、以下の内容について、それぞれ資料に沿って説明。 

‐避難指示区域等における被災者の生活再建に向けた対応強化策（内閣府原子力被災者生

活支援チーム） 

‐福島県及びその近隣県における航空機モニタリング測定結果について（原子力規制庁） 

‐福島県内における年間外部被ばく線量推計の推移（復興庁） 

‐県外避難者等への相談・交流・説明会事業（福島県） 

‐帰還・生活再建に向けた総合的な支援策（福島県） 

‐被災者支援総合交付金（復興庁） 

‐生活困窮者自立支援制度の概要（厚生労働省） 

‐新たな住宅セーフティネット制度の枠組み（国土交通省） 

‐風評払拭・リスクコミュニケーション強化戦略（復興庁） 

 



議事４：その他 

・ 事務局から、以下の内容について、それぞれ資料に沿って説明。 

‐国連人権理事会普遍的・定期的レビュー（ＵＰＲ）第３回対日審査における勧告及び我

が国対応（抜粋） 

‐福島県からの避難者への支援に向けた生活再建支援拠点との連携について（平成 29 年

7月 7日） 

 

議事５：閉会あいさつ 

 

以上 


